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1――はじめに 

 一般に、生命保険には、保険料払込免除制度がある。被保険者が、傷病により所定の状態に該当し

たときに、以後の保険料の払い込みが免除される、という制度である。 

 アメリカでは、この制度について実態調査が行われており、2018年に調査報告書が公表された。保

険料払込免除の要件とされている就業不能状態の発生率や、免除制度自体に関するものが主な内容と

なっている。それによると、その発生率は、なんと約 70年間も存置されたままだという。報告書をも

とに、この制度の様子をみるとともに、発生率存置の問題についても、考えていくこととしたい。 

2――保険料払込免除制度の調査 

 まず、アメリカアクチュアリー会(Society of Actuaries, SOA)が行った調査からみていく1。 

1｜SOAは、保険料払込免除給付に関する保険会社への調査を実施した 

 一般に、保険料払込免除特約は、任意給付もしくは自動付加の形で、個人保険に一体化された給付

として提供される。同特約は、被保険者が就業不能状態に該当した場合、将来の保険料の払い込みを

免除したり、過去に払い込んだ保険料や保険費用の平均額等の所定金額を契約者の口座に振り込んだ

りする特約だ。 

現在、この特約はかなり一般に普及している。ただ、この特約の責任準備金を評価する際に用いら

れる発生率としては、約 70年前に作成された「1952年 SOA保険料払込免除就業不能表」(以下、「1952

年表」)が、いまだに用いられていることが多いようであった。そこで、SOAの商品開発部会は、保険

料払込免除特約について調査を行い、その結果をまとめた。 

2｜調査は 2つのフェーズで行われた 

 調査は、大きく 2つのフェーズに分かれている。(次章以下で、詳細内容をみていく。) 

 フェーズ 1は、保険料払込免除特約の実務や、使用されている計算基礎に関する調査で、2018年 3

 
1 “Survey of Waiver of Premium/Monthly Deduction Rider Assumptions and Experience”(SOA, March 2018) 
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月に完了した。 

 フェーズ 2は、経験率を含む就業不能発生率の調査。この調査には、もし 1952年表の発生率と経験

率の間に大きな乖離があれば、新たな標準発生率の設定を求めていく、との狙いがあるとみられる。 

3――実務や計算基礎に関する調査の結果 

 フェーズ 1の保険料払込免除の実務の調査結果について、簡単にみていこう。 

1｜就業不能払込免除給付は、調査対象契約の 37%に含まれていた 

 調査票は、アメリカで保険事業を展開する約 50 の保険会社に送付された。そのうち、14 社が、生

命保険の保険料払込免除給付の実務の調査に回答した。調査は、2016 年に販売された契約について、

2017年の後半に実施された。 

 調査対象は、ユニバーサル保険、終身保険、定期保険に付加された保険料払込免除特約。特約の商

品性、実務での保険料払込免除の処理手続き、特約の価格設定と責任準備金積立方法などについて、

質問された。併せて、フェーズ 2の経験率最新化に対する要望についても聞かれた。 

 調査に参加した会社は、あわせて110万件の保険契約(約25億ドル(2016年)の年間保険料)を販売2。

就業不能払込免除給付は、そのうちの 37%に含まれていた。保険種類別には、ユニバーサル保険の 26%、

終身保険の 50%、定期保険の 33%に、保険料払込免除特約が付加されて販売されていた。 

2｜払込免除給付の内容は、ほぼ同じだった 

 調査で確認した保険料払込免除特約の内容は、回答者の間でほぼ同じであった。すなわち、就業不

能状態を、「被保険者が一定期間、仕事に就いておらず、以後どんな仕事にも就けない状態」と定め、

この状態に該当した場合に、保険料の払い込みを免除するというものであった。 

 給付期間は、終身のものが多かった。一部の給付は、退職時までとされていた。なかには就業不能

状態に該当した年齢によって、給付期間が異なる仕組みの特約もあった。除外期間(給付を受けるため

に、被保険者が就業不能状態のままでいることが要件とされる期間)は、主として 6ヵ月間であり、そ

れよりも短い期間の保険契約もあった。また、定期保険の多くは、被保険者が就業不能状態に該当し

た場合、終身保険に転換する仕組みとなっていた3。 

3｜払込免除給付の料率は、長い間改定されていない 

 調査では、回答者に、最後に保険料払込免除特約の料率改定をしたのはいつか、と質問している。

回答の多くは、「10 年以上前」であった。これまで、主たる生命保険の料率が改定されたときにも、

この特約の料率は存置されることが多かった様子がうかがえる。 

4｜払込免除給付の責任準備金計算には、主として、1952年表が用いられている 

 また、調査では、アメリカの法定会計および GAAP会計上の責任準備金積立状況についても質問した。

回答した保険会社の多くが、保険料払込免除給付の責任準備金積計算として、予定給付額の現価から

保険料払込免除特約の純保険料の現価を差し引いた金額としている。ここで、予定給付額は、将来の

 
2 LIMRAの個人保険見積もりによれば、2016年販売の個人保険の総額は、年間保険料ベースで、137億ドル。そのため、この

調査は、保険料ベースで、アメリカの個人保険全体の約 18%を表している。 
3 終身保険への転換は、自動的になされるものや、契約者が選択してなされるものがあった。 
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保険料支払額を指す。 

 責任準備金の計算において、就業不能状態の発生率は、主に 1952年表の発生率が用いられてきた。

また契約の消滅率4には、1952年表の消滅率を用いるケースが多かった5。 

 なお、責任準備金の計算に、消滅率が改善する想定を組み込んでいる、との回答はなかった。なか

には、キャッシュフローテストにこの特約を含めることで、責任準備金の十分性を確認しているとし

た保険会社があった。一方、健常者と就業不能状態の契約の責任準備金は、重要性の基準に満たない

水準であるとして、キャッシュフローテストの分析には含めていないとする保険会社もあった。 

4――就業不能発生率表の比較 

 調査報告をもとに、就業不能状態の発生率や保険料払込免除の責任準備金について、発生率間の比

較結果をみていこう。 

1｜現在用いられている 1952年表には、性別による違いが設けられていない 

 フェーズ1では、1952年表の発生率を、就業不能保障保険に用いられている基礎率と比較している。

1952 年表の発生率は、1935～39 年の経験データに基づいている。また、消滅率は、1930～50 年の経

験データに基づいている。そのため、1952年表を用いることは、価格設定や責任準備金積立に“時代

遅れ”の要素が入り込むかたちとなる。たとえば、1952年表には、性別の違いすらない6。 

2｜就業不能の発生率は、ベースとなる商品により異なる 

 保険料払込免除特約は、就業不能保障給付の一つの類型といえる。就業不能状態の経験率の推移を

把握するためには、いくつかの就業不能給付に用いられている発生率を比較してみることが役に立つ。

たとえば、個人就業不能保障保険、団体就業不能保障保険、団体定期保険の保険料払込免除、などだ。 

 以下の比較に用いられている表は、いずれも就業不能の経験率(発生率や消滅率)に基づいている7。 

 近年の就業不能保障表のまとめ:8 

 ―1985年保険監督官個人就業不能表 A(1985 CIDA表)は、1964 CDT表を最新化したもの。個人就

業不能保障保険向けに設定されている。性別や職業ごとに分かれた表を提供している。 

 ―2005 年団体定期保険保険料払込免除責任準備金表(2005 GTLW 表)は、1970 年 Krieger 表以降

の団体払込免除のために最新化されたもの。性別により異なる消滅率を含む、初めての団体定

期保険の保険料払込免除表であった。 

 ―2012 年団体長期定期就業不能表(2012 GLTD 表)は、1997～2006 年の団体就業不能保障保険の

経験データに基づいている。これは、1987 年保険監督官式団体就業不能表を改定したもの。

 
4 被保険者の死亡、解約、給付期間満了(退職時など)による契約の消滅が含まれる。 
5 就業不能状態の発生率について、法定会計には 12社中 8社、GAAP会計には 9社中 5社が 1952年表を使用と回答している。

また、消滅率について、法定会計には 13社中 10社、GAAP会計には 10社中 7社が同表を使用と回答している。 
6 現在、性別は、就業不能の発生率や消滅率において、差異の主要な要素であると考えられている。 
7 ただし、ベースとなる商品がそれぞれ異なっている点には注意が必要である。保険の引受査定方法が異なっていたり、被保

険者の保険加入理由が異なっていたりする。その違いが、経験率の違いを生み出す可能性がある。 
8 CDTは、Commissioner’s Individual Disability Table 。CIDAは、Commissioner’s Individual Disability Table A 。

GTLWは、Group Term Life Waiver Reserve Table。GLTDは、Group Long Term Disability 。IDIは、Individual Disability 

Incomeの略。また、Krieger表は、団体保険の経験率をもとにつくられた男女同一の経験表。 
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法定責任準備金額を計算する基準に消滅を用い、これに、性別、診察、月あたり給付額、就業

不能状態の定義の違いを加えている。 

 ―2013年個人就業不能表(2013 IDI表)は、1990～2007年の個人就業不能保障保険の経験データ

に基づいている。この表は、2020 年以降、同保険に対する法定責任準備金基準となった。こ

の表は、給付期間、市場タイプ、商品タイプ、診察、喫煙といった区分の違いを含んでいる。 

3｜現在用いられている 1952年表は、高齢期の発生率の上昇が急 

 1952 年表は、近年の表よりも、概して 50 歳以降の傾斜が急となっている。最近の研究によると、

就業不能発生率は、フラット化してきている。傾斜が急な発生率を用いると、平坦なものに比べて、

健常者の責任準備金が高くなる。そのため、1952年表は、責任準備金としては過大となっている可能

性がある。 

 また、1952年表の発生率は、そもそも 59歳までしか設定されていない。近年、60歳以降に退職す

るまで保障する保険が一般に販売されていることを踏まえると、この点も“時代遅れ”といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4｜健常者の責任準備金の男性と女性の差は、拡大している 

 発生率と消滅率を用いることで、保険料払込免除特約に対する責任準備金を計算し、その比較をす

ることが可能となる。 

 59 歳で保険料の払い込みが満了する契約例で責任準備金を計算すると、46 歳までは、1952 年表の

責任準備金は、1985 CIDA表と、2013 IDI表の男性と女性の責任準備金の間にくる。47歳以降は、1952

年表で計算された健常者の責任準備金は、2つの表の責任準備金よりも高くなっている。 

(歳) 

(人) 

図表 1. 就業不能発生率の比較 (1000人あたり) 

 

*  1985CIDAと 2013IDIは、5%のマージンを含む。 

※ “Survey of Waiver of Premium/Monthly Deduction Rider Assumptions and Experience”(SOA)の Figure 14より、筆者作成 

  1952年表 

  1985CIDA・男 

  1985CIDA・女 

  2013IDI・男 

  2013IDI・女 

■ 

■ 
× 

× 
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 また、責任準備金の男女間の差は、1985 CIDA表よりも 2013 IDI表のほうが大きくなっている。こ

のことから、性別ごとの率を用いることの必要性が、より高まってきている様子がうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5――おわりに (私見) 

 保険料払込免除に用いられる就業不能発生率は、これまで大きな変動がなかった。そのため、他の

第 3分野発生率に比べて、注目度が低かった。 

 ただ、現在責任準備金の計算に用いられている発生率や消滅率が作られたのは、約 70年も前のこと

で、さすがに当時と現在では、就業不能状態の発生や消滅の状況に大きな違いが生じているものと思

われる。 

 特に、「性別による違いがない」「発生率が 59歳までしかない」、といった点には、“時代遅れ”の感

が否めない。長期間改定されないと発生率は陳腐化する、ということの 1つの事例と考えられる。 

 日本では、保険料免除特約の給付事由として、所定の 3大疾病、身体障がい状態、要介護状態等に

該当した場合としていることが一般的とみられる。こうした特約の保険料や責任準備金の計算基礎に

ついても、経験率の定期的なモニタリングを行い、必要に応じて改定していくことが求められるとい

えるだろう。 

 

 

図表 2. 就業不能発生率に応じた責任準備金のカーブの比較 (月 100ドルの給付に対する) 

 
*  1985CIDAと 2013IDIの発生率は、5%のマージンを含む。 

  1985CIDAの消滅率は、初年度は 5%、13-18月は 5%から 0へと逓減する低下率を含む、 

  2013IDIの消滅率は、初年度 5%、次年度以降 15%のマージンを含む。 

※ “Survey of Waiver of Premium/Monthly Deduction Rider Assumptions and Experience”(SOA)の Figure 15より、筆者作成 
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  1985CIDA・女 
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